
   奈良市法令遵守の推進に関する条例 

 （目的） 

第１条 この条例は、本市の機関において法令遵守を推進するための行動規範の確立及び

その制度的保障について必要な事項を定めるとともに、市民に対して法令遵守への理解

と協力を求めることにより、市民と共に公正かつ民主的な市政の運営を実現し、市政に

対する市民の信頼を確保することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 (1) 職員 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第３条第２

項に規定する一般職の職員並びに市長、副市長、常勤の監査委員及び水道事業管理者

をいう。 

  (2) 任命権者 法第６条第１項に規定する任命権者をいう。 

  (3) 不当要求行為等 違法行為の要求（不作為の要求を含む。以下この号において同じ。）

その他職員の公正な職務の遂行を妨げる行為又は暴力行為その他社会常識を逸脱した

手段により要求の実現を図る行為であって規則で定めるものをいう。 

 （職員の責務） 

第３条 職員は、法令遵守の重要性を深く認識し、市民全体の奉仕者としての立場を自覚

して常に市民の福祉の増進を目指して公正に職務を遂行しなければならない。 

２ 職員は、職務の遂行に当たっては、市民その他市政にかかわりのあるすべての者に対

して業務に関する説明を十分に行わなければならない。 

 （管理監督者の責務） 

第４条 管理監督の立場にある職員は、法令遵守の推進を図るため、部下の職員の公正な

職務の遂行について適切な指導監督及び援助を行わなければならない。 

 （任命権者の責務） 

第５条 任命権者は、法令遵守の推進が図られるよう職員研修を実施するとともに、その

権限の下にある組織の整備その他必要な措置を講じなければならない。 

 （市民の責務） 

第６条 市民は、常に市政の運営に関心を持ち、職員による公正な職務の遂行について理

解し、協力するよう努めるものとする。 



 （不当要求行為等審査会） 

第７条 本市における法令遵守体制の確立を図り、公正な職務の遂行を確保するため、奈

良市不当要求行為等審査会（以下「審査会」という。）を設置する。 

２ 審査会は、この条例の規定によりその権限に属することとされた事項を処理するほか、

次に掲げる事項を担任する。 

 (1) 市長の諮問に応じ、法令遵守体制の整備に関して調査し、又は審議するとともに、市

長に意見を述べること。 

  (2) その他この条例に基づき法令遵守の推進を図ること。 

３ 審査会は、委員５人以内で組織する。 

４ 委員は、学識経験者その他法令等又は行政事務に関し専門的知識を有する者のうちか

ら、市長が委嘱する。 

５ 委員の任期は、２年とし、再任されることを妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

６ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とす

る。 

７ この条例に定めるもののほか、審査会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定

める。 

 （不当要求行為等対策委員会） 

第８条 本市における不当要求行為等を未然に防止するとともに、市として統一的な対応

方針等を定めることにより、市民及び職員の安全と公務の適正かつ円滑な執行を確保す

るため、奈良市不当要求行為等対策委員会（以下「対策委員会」という。）を設置する。 

２ 対策委員会は、この条例の規定によりその権限に属することとされた事項を処理する

ほか、次に掲げる事項を所掌する。 

 (1) 不当要求行為等についての情報交換に関すること。 

  (2) その他対策委員会が必要と認める事項  

３ この条例に定めるもののほか、対策委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則

で定める。 

（法令遵守監察監） 

第９条 市長は、本市の組織における法令遵守の状況を管理させるため、法令遵守監察監

を置くものとする。 



２ 法令遵守監察監は、日常的な法令遵守及び不当要求行為等への対処に関し、職員から

の相談に応じ、職員の指導を行うものとする。 

 （不当要求行為等を受けた職員の義務） 

第１０条 職員は、不当要求行為等を受けたときは、これを拒否しなければならない。 

２ 職員（市長を除く。）は、不当要求行為等を受けたときは、直ちに上司に報告しなけれ

ばならない。 

 （上司の義務） 

第１１条 前条第２項の規定による報告を受けた職員は、直ちに、当該報告に係る不当要

求行為等の内容に応じて部下の職員の公正な職務の遂行を確保するために必要な措置を

講じるとともに、当該報告に係る不当要求行為等によって公正な職務の遂行に重大な支

障が生じるおそれがあると認めるときは、速やかに当該報告の内容を対策委員会に報告

しなければならない。 

 （審査会等への通知） 

第１２条 対策委員会は、前条の規定による報告があったときは、当該報告に係る不当要

求行為等への対応方針及び事後措置を協議検討し、その結果を前条に規定する報告を受

けた職員に通知するものとする。この場合において、対策委員会が必要と認めるときは、

その結果を審査会に通知するものとする。 

（審査会の任務） 

第１３条 審査会は、対策委員会から前条の規定による通知があった場合において、当該

通知の内容が公正な職務の遂行に重大な支障を及ぼすと認めるときは、速やかに必要な

調査を行うものとする。 

２ 審査会は、前項の規定による調査の結果を、対策委員会、市長及び関係のある任命権

者に報告しなければならない。 

３ 審査会は、前項の規定により調査結果の報告を行うときは、任命権者が行うべき措置

について、意見を述べることができる。 

 （調査審議手続の非公開） 

第１４条 審査会の行う調査審議の手続は、公開しない。ただし、第７条第２項各号に規

定する事項に関する調査審議の手続については、特段の支障がない限り、公開して行う

ものとする。 

 （不当要求行為等の行為者への警告） 



第１５条 任命権者は、第１３条第２項の規定による審査会の報告を受けたときは、当該

報告に基づいて、不当要求行為等の行為者に対して文書で警告を行うものとする。 

２ 任命権者は、前項の警告を行う場合において、不当要求行為等の再発を防止するため

に必要と認めるときは、規則で定めるところにより、不当要求行為等の行為者の氏名、

警告の内容その他の事項を公表することができる。 

３ 任命権者は、本市の競争入札の参加資格を有する事業者に対して第１項の警告を行っ

たときは、別に定めるところにより当該事業者に対し指名停止その他の必要な措置を講

じることができる。 

４ 任命権者は、第 1 項の規定による警告、第 2 項の規定による公表又は前項の規定によ

る措置を行うときは、第１３条第３項に規定する審査会の意見を尊重しなければならな

い。 

 （職員の保護） 

第１６条 任命権者は、職員が不当要求行為等を拒否したことにより、当該不当要求行為

等の行為者から違法又は不当な権利侵害を受けることのないよう必要な配慮をするとと

もに、当該職員の公正な職務の遂行を確保するため、当該権利侵害を受けることとなっ

た職員に対し、必要な援助、保護等の措置を講じるものとする。 

 （運用状況の公表） 

第１７条 市長は、毎年１回、審査会から報告を受けた不当要求行為等の件数及びその主

な内容を公表するものとする。 

 （委任） 

第１８条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成１９年４月１日から施行する。 

 （奈良市報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正） 

２ 奈良市報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和２７年奈良市条例第３０号）の一部を

次のように改正する。 

  別表第１に次のように加える。 

   
不 当 要 求 行 為 等 審 査 会 の 委 員 日 額      ９，５００円 


